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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　両側において正電極と負電極がそれぞれ交互に並ぶように複数の電池セルが重ね合わさ
れて構成された電池モジュールに取り付けられ、複数の前記電池セルが直列に接続される
ために前記電池セルの重ね合わせ方向で隣り合う前記電池セル同士の正電極と負電極を接
続する複数のバスバーが配線基材上に保持された電池内配線モジュールであって、
前記配線基材は、
前記電池セルの重ね合わせ方向に延びる幹部と、
該幹部の側部から前記電池セルの重ね合わせ方向と交差する方向に延びる複数の枝部と、
これら枝部の先端に形成され、前記バスバーを個別且つ取外し可能に保持する複数のバス
バー保持部とで構成され、
これらバスバー保持部間に、隣り合うバスバー保持部同士が非連結であるとともに変位を
許容する変位許容空間が設けられ、
少なくとも前記枝部は、可撓性を有するとともに、電圧監視線を導く配線案内部が備えら
れ、
前記幹部に、一端を前記バスバーに接続した前記電圧監視線を導く配線案内部と、該配線
案内部に導かれる前記電圧監視線とが備えられるとともに、前記電圧監視線を接続する電
圧監視ユニット本体が搭載され、
　前記幹部は、平面視帯状の基板と、該基板に対して立設された壁部とで形成された皿状
であり、
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　前記枝部は、前記電圧監視線を収容できる大きさで、細幅の基板と、該基板の両側に備
えた壁部を有する断面形状で形成され、
前記枝部の前記壁部は、前記幹部の前記壁部から連設されており、
前記幹部の前記壁部は、前記基板の長手方向の一端側を除いた、長手方向の他端側の壁部
と、前記側部において前記枝部の壁部と連設されている部分を除く長手方向に沿った壁部
とで形成され、
　前記バスバー保持部は、平面視方形状で、底を構成する方形枠状の枠部と、当該枠部の
外周縁全体に立設した壁部を有するとともに、前記バスバー保持部の前記壁部は、前記枝
部の前記壁部から連設されており、
　前記幹部における前記基板と前記壁部で囲まれる内側の全体、及び前記枝部における前
記基板と前記壁部で囲まれる内側の全体が、前記配線案内部である
電池内配線モジュール。
【請求項２】
　前記バスバー保持部に、前記バスバーを着脱可能に保持する保持手段が備えられた
請求項１に記載の電池内配線モジュール。
【請求項３】
　前記枝部が前記幹部の両側部に備えられた
請求項１または請求項２に記載の電池内配線モジュール。
【請求項４】
　両側において正電極と負電極がそれぞれ交互に並ぶように複数の電池セルが重ね合わさ
れて構成された電池モジュールに取り付けられ、複数の前記電池セルが直列に接続される
ために前記電池セルの重ね合わせ方向で隣り合う前記電池セル同士の正電極と負電極を接
続する複数のバスバーが保持される配線基材であって、
前記電池セルの重ね合わせ方向に延びる幹部と、
該幹部の側部から前記電池セルの重ね合わせ方向と交差する方向に延びる複数の枝部と、
これら枝部の先端に形成され、前記バスバーを個別且つ取外し可能に保持する複数のバス
バー保持部とが備えられ、
これらバスバー保持部間に、隣り合うバスバー保持部同士が非連結であるとともに変位を
許容する変位許容空間が設けられ、
少なくとも前記枝部は、可撓性を有するとともに、電圧監視線を導く配線案内部が備えら
れ、
前記幹部に、一端を前記バスバーに接続した前記電圧監視線を導く配線案内部と、該配線
案内部に導かれる前記電圧監視線とが備えられるとともに、前記電圧監視線を接続する電
圧監視ユニット本体が搭載され、
　前記幹部は、平面視帯状の基板と、該基板に対して立設された壁部とで形成された皿状
であり、
　前記枝部は、前記電圧監視線を収容できる大きさで、細幅の基板と、該基板の両側に備
えた壁部を有する断面形状で形成され、
前記枝部の前記壁部は、前記幹部の前記壁部から連設されており、
前記幹部の前記壁部は、前記基板の長手方向の一端側を除いた、長手方向の他端側の壁部
と、前記側部において前記枝部の壁部と連設されている部分を除く長手方向に沿った壁部
とで形成され、
　前記バスバー保持部は、平面視方形状で、底を構成する方形枠状の枠部と、当該枠部の
外周縁全体に立設した壁部を有するとともに、前記バスバー保持部の前記壁部は、前記枝
部の前記壁部から連設されており、
前記幹部における前記基板と前記壁部で囲まれる内側の全体、及び前記枝部における前記
基板と前記壁部で囲まれる内側の全体が、前記配線案内部である
配線基材。
【請求項５】
　請求項１から請求項３のうちいずれか一項に記載の電池内配線モジュールが取り付けら



(3) JP 6016737 B2 2016.10.26

10

20

30

40

50

れた電池モジュール。
【請求項６】
　請求項１から請求項３のうちいずれか一項に記載の電池内配線モジュールが取り付けら
れた電池モジュールが収容された電池パック。
 
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　この発明は、複数の電池セルを重ね合わせて構成した電池モジュールに取り付けて電池
セル同士を直列に接続する電池内配線モジュールに関し、より詳しくは、電池モジュール
に対しての取り付け性が良好な電池内配線モジュールに関する。
【背景技術】
【０００２】
　電気自動車やハイブリット自動車等に搭載される高出力電源としての電池パックは、１
個以上の電池モジュールを備えている。電池モジュールは、直列に接続される複数の電池
セルを重ね合わせて構成される。
【０００３】
　電池セルを直列に接続するには、隣接する電池セルの正電極と負電極を接続するが、電
池モジュールにおける電池セルの電極間のピッチは、必ずしも同一ではない。つまり、重
ね合わされる電池セルやそれらの間に備えられるセパレータの寸法公差と、電池セルの電
極の芯ずれ公差とが重なるので、電池モジュールの重ね合わせ方向における両端側に近づ
くほど電極の位置ずれが大きくなるおそれがある。このため、直列に接続する作業が容易
ではないという問題があった。
【０００４】
　この問題を解決するため、下記特許文献１に開示されているバッテリ接続プレートが提
案されている。
【０００５】
　特許文献１のバッテリ接続プレートは、電極を接続するバスバーを備えた接続部間に、
電極間の位置ずれを吸収するために変位する一体のピッチ調整手段を備えた構成である。
この構成により、電池モジュールにおける電池セルの電極間のピッチに違いがあっても、
ピッチ調整手段が接続部同士の間を適宜離したり接近させたり調整して、接続部に備えた
バスバーを電極に対応させることができるので、接続作業性がよい。
【０００６】
　しかし、ピッチ調整手段は接続部同士を直接連結した構成であるので、許容できる変位
量はあまり大きくない。このため、電極間のピッチの違いが大きい場合には、ピッチ調整
手段がピッチの違いを吸収しきれずに破損するおそれがある。
【０００７】
　また、隣接する接続部同士においては、一方の接続部の変位がピッチ調整手段を介して
他方の接続部に影響を与えて、他方の接続部に対して不要な変位を強制するので、バッテ
リ接続プレートとこれの接続部に備えられたバスバーとに歪が生じるという難点もある。
歪はバッテリ接続プレートの脆弱化を招来する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００８】
【特許文献１】特開２０００‐１４９９０９号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　そこで、この発明は、電池モジュールに対する取り付け性が良好であるうえに、電池内
配線モジュールとこれに関わる装置が損傷しにくく耐久性に優れたものとなるようにする
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ことを主な目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　そのための第１の手段は、両側において正電極と負電極がそれぞれ交互に並ぶように複
数の電池セルが重ね合わされて構成された電池モジュールに取り付けられ、複数の前記電
池セルが直列に接続されるために前記電池セルの重ね合わせ方向で隣り合う前記電池セル
同士の正電極と負電極を接続する複数のバスバーが配線基材上に保持された電池内配線モ
ジュールであって、前記配線基材は、前記電池セルの重ね合わせ方向に延びる幹部と、該
幹部の側部から前記電池セルの重ね合わせ方向と交差する方向に延びる複数の枝部と、こ
れら枝部の先端に形成され、前記バスバーを個別且つ取外し可能に保持する複数のバスバ
ー保持部とで構成され、これらバスバー保持部間に、隣り合うバスバー保持部同士が非連
結であるとともに変位を許容する変位許容空間が設けられ、少なくとも前記枝部は、可撓
性を有するとともに、電圧監視線を導く配線案内部が備えられ、前記幹部に、一端を前記
バスバーに接続した前記電圧監視線を導く配線案内部と、該配線案内部に導かれる前記電
圧監視線とが備えられるとともに、前記電圧監視線を接続する電圧監視ユニット本体が搭
載され、前記幹部は、平面視帯状の基板と、該基板に対して立設された壁部とで形成され
た皿状であり、前記枝部は、前記電圧監視線を収容できる大きさで、細幅の基板と、該基
板の両側に備えた壁部を有する断面形状で形成され、前記枝部の前記壁部は、前記幹部の
前記壁部から連設されており、前記幹部の前記壁部は、前記基板の長手方向の一端側を除
いた、長手方向の他端側の壁部と、前記側部において前記枝部の壁部と連設されている部
分を除く長手方向に沿った壁部とで形成され、前記バスバー保持部は、平面視方形状で、
底を構成する方形枠状の枠部と、当該枠部の外周縁全体に立設した壁部を有するとともに
、前記バスバー保持部の前記壁部は、前記枝部の前記壁部から連設されており、前記幹部
における前記基板と前記壁部で囲まれる内側の全体、及び前記枝部における前記基板と前
記壁部で囲まれる内側の全体が、前記配線案内部である電池内配線モジュールである。
【００１１】
　前記「重ね合わせ」の語は、上下方向のほか横方向に重ね合わせるものを含む意味で用
いている。
【００１２】
　前記配線案内部は、電圧監視線を単にのせるだけのものであっても、電線監視線を積極
的に保持する手段を備えたものであってもよい。
【００１３】
　この構成では、バスバーを保持した複数のバスバー保持部は幹部の側部から延びる枝部
の先端に形成され、少なくとも枝部が可撓性を有するので、電池モジュールに対して取り
付けるときには、枝部が傾いたり曲がったりしてバスバー保持部を電池セルの電極に合わ
せて変位させ、電極間のピッチの違いを吸収する。枝部を屈曲させたり湾曲させたりすれ
ば、電池内配線モジュールの幹部を取り付ける面と電極を有する面が相違している場合に
も対応可能である。
【００１４】
　複数のバスバー保持部間の変位許容空間は、前述のバスバー保持部の変位をより柔軟に
するとともに、隣り合うバスバー保持部が互いに自由に変位できるようにして、歪の伝達
を遮断する。バスバー保持部の変位が柔軟になされるのでバスバー保持部の損傷を防止で
き、歪の伝達を抑制できるので配線基材の脆弱化を防げ、これらの結果、耐久性の向上を
図ることができる。
【００１５】
　幹部は、枝部を支持するほか、バスバー保持部のバスバーに接続した電圧監視線を配線
案内部に導いて、電圧監視線を整然とまとめて保持する。これにより、電圧監視線の保護
を図れ、不測の損傷等を防止できる。電圧監視線がバスバーに接続され幹部に保持されて
いるため、電圧監視線の取り付け作業も容易である。
【００１６】
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　また、前記枝部に、前記電圧監視線を導く配線案内部を備えているため、枝部の配線案
内部が電圧監視線におけるバスバー保持部から幹部までの間の部分を導いて、整然と保持
するので、電圧監視線のより完全な保護を図れる。
【００１７】
　また、前記幹部に、前記電圧監視線を接続する電圧監視ユニット本体を搭載しているた
め、幹部が電圧監視線を接続する電圧監視ユニット本体を備えているので、電池モジュー
ルに対する取り付けに際しては、電池内配線モジュールを取り付けるだけで電圧監視ユニ
ット本体も一緒に取り付けることが可能である。つまり、取り付け作業性が格段に向上す
る。
【００１８】
　この発明の態様として、前記バスバー保持部に、前記バスバーを着脱可能に保持する保
持手段を備えてもよい。　
　この構成では、保持手段がバスバーを保持するとともに、リサイクルに際してバスバー
を取り外すことを可能にする。このため、リサイクル時の作業性がよい。
【００１９】
　この発明の態様として、前記枝部を前記幹部の両側部に備えてもよい。この場合には、
枝部の形成位置を一側部と他側部において幹部の長手方向でずらす。　
　この構成では、幹部の両側面の枝部が電池セルの両側の電極に対する接続を可能にする
ので、１個の電池内配線モジュールの取り付けで、電池セルの直列接続が可能になる。
【００２０】
　課題を解決するための第２の手段は、両側において正電極と負電極がそれぞれ交互に並
ぶように複数の電池セルが重ね合わされて構成された電池モジュールに取り付けられ、複
数の前記電池セルが直列に接続されるために前記電池セルの重ね合わせ方向で隣り合う前
記電池セル同士の正電極と負電極を接続する複数のバスバーが保持される配線基材であっ
て、前記電池セルの重ね合わせ方向に延びる幹部と、該幹部の側部から前記電池セルの重
ね合わせ方向と交差する方向に延びる複数の枝部と、これら枝部の先端に形成され、前記
バスバーを個別且つ取外し可能に保持する複数のバスバー保持部とが備えられ、これらバ
スバー保持部間に、隣り合うバスバー保持部同士が非連結であるとともに変位を許容する
変位許容空間が設けられ、少なくとも前記枝部は、可撓性を有するとともに、電圧監視線
を導く配線案内部が備えられ、前記幹部に、一端を前記バスバーに接続した前記電圧監視
線を導く配線案内部と、該配線案内部に導かれる前記電圧監視線とが備えられるとともに
、前記電圧監視線を接続する電圧監視ユニット本体が搭載され、前記幹部は、平面視帯状
の基板と、該基板に対して立設された壁部とで形成された皿状であり、前記枝部は、前記
電圧監視線を収容できる大きさで、細幅の基板と、該基板の両側に備えた壁部を有する断
面形状で形成され、前記枝部の前記壁部は、前記幹部の前記壁部から連設されており、前
記幹部の前記壁部は、前記基板の長手方向の一端側を除いた、長手方向の他端側の壁部と
、前記側部において前記枝部の壁部と連設されている部分を除く長手方向に沿った壁部と
で形成され、前記バスバー保持部は、平面視方形状で、底を構成する方形枠状の枠部と、
当該枠部の外周縁全体に立設した壁部を有するとともに、前記バスバー保持部の前記壁部
は、前記枝部の前記壁部から連設されており、前記幹部における前記基板と前記壁部で囲
まれる内側の全体、及び前記枝部における前記基板と前記壁部で囲まれる内側の全体が、
前記配線案内部である配線基材である。
【００２１】
　課題を解決するための第３の手段は、前記電池内配線モジュールを取り付けた電池モジ
ュール。　
　この構成では、電池内配線モジュールのバスバー保持部の変位が電池セルの電極に合わ
せて柔軟になされるのでバスバー保持部の損傷を防止でき、バスバー保持部を変位させる
枝部の変形による歪の伝達を抑制できるので、配線基材自体の脆弱化を防げる。また電圧
監視線の保護も図れる。これらの結果、電池内配線モジュールを取り付けた電池モジュー
ル耐久性の向上を図ることができる。このほか、電圧監視線がバスバーに接続され幹部に
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保持されるので、電池内配線モジュールを取り付けた電池モジュールの組み立て性を向上
することもできる。
【００２２】
　課題を解決するための第４の手段は、前記電池内配線モジュールを取り付けた電池電モ
ジュールが収容された電池パック。　
　この構成では、電池内配線モジュールのバスバー保持部の変位が電池セルの電極に合わ
せて柔軟になされるのでバスバー保持部の損傷を防止でき、バスバー保持部を変位させる
枝部の変形による歪の伝達を抑制できるので、配線基材自体の脆弱化を防げる。また電圧
監視線の保護も図れる。これらの結果、電池内配線モジュールを取り付けた電池モジュー
ル耐久性の向上を図ることができ、ひいては、その電池モジュールを収容した電池パック
の耐久性を図ることができる。このほか、電圧監視線がバスバーに接続され幹部に保持さ
れるので、電池内配線モジュールが取り付けられた電池モジュールを収容する電池パック
の組み立て性を向上することもできる。
【発明の効果】
【００２３】
　この発明によれば、電池内配線モジュールの電池モジュールに対する取り付け性が良好
であるうえに、電池内配線モジュールと、これに用いる配線基材、電池内配線モジュール
を取り付けた電池モジュール及び電池パックの耐久性を向上できる。
【図面の簡単な説明】
【００２４】
【図１】電池内配線モジュールの斜視図。
【図２】電池内配線モジュールを取り付けた電池モジュールの斜視図。
【図３】電池モジュールを収容した電池パックの斜視図。
【図４】電池内配線モジュールの分解斜視図。
【図５】バスバーとバスバー保持部の拡大斜視図。
【図６】電池内配線モジュールを電池モジュールに対して取り付ける状態を示す分解斜視
図。
【図７】電池内配線モジュールと配線基材の作用状態を示す平面図。
【図８】他の例に係る電池内配線モジュールの斜視図。
【図９】他の例に係る電池内配線モジュールの斜視図。
【図１０】他の例に係る電池内配線モジュールの斜視図。
【図１１】他の例に係る電池内配線モジュールの斜視図。
【図１２】他の例に係る電池内配線モジュールの斜視図。
【図１３】他の例に係る枝部の平面図。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　この発明を実施するための一形態を、以下図面を用いて説明する。　
　図面において、図１は電池内配線モジュール１１の斜視図で、図２はその電池内配線モ
ジュール１１を取り付けた電池モジュール７２の斜視図、図３は電池モジュール７２を収
容した電池パック７５の斜視図である。図４は電池内配線モジュール１１の分解斜視図、
図５はバスバー１２とバスバー保持部５３の拡大斜視図で、図６は電池内配線モジュール
１１を電池モジュール７２に対して取り付ける前の状態の斜視図である。図７は、電池内
配線モジュール１１及び配線基材１５の作用状態を示す平面図である。図８～図１３は、
他の例を説明する図面である。
【００２６】
　図１に示した電池内配線モジュール１１は、図２に示したように複数の電池セル７１を
重ね合わせて構成した電池モジュール７２に取り付けられるもので、前記電池セル７１を
直列に接続するために電池セル７１の電極としての電極ポスト７３に接続されるバスバー
１２と、このバスバー１２に一端を接続した電圧監視線１３と、電圧監視線１３の他端を
接続する電圧監視ユニット本体１４を、配線基材１５に備えた構成である。電圧監視線１
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３と電圧監視ユニット本体１４は、電池モジュール７２を構成する電池セル７１の過充電
や過放電等を防止するために電池セル７１の電圧を監視するためのものである。
【００２７】
　この電池内配線モジュール１１は、電池モジュール７２に取り付けられ、電池内配線モ
ジュール１１を取り付けた電池モジュール７２は、図３に示したように電池収容箱７４に
収納された電池パック７５を構成する。電池パック７５内に収容される電池モジュール７
２の数は、図示した例に限られず１個以上である。電池モジュール７２の数が２個以上の
場合には、図示は省略するが、電モジュール７２は互いに直列接続される。
【００２８】
　まず、電池セル７１と電池モジュール７２について簡単に説明する。
【００２９】
　前記電池セル７１は、図２に示したように、方形の２つの垂直面７１ａを有する厚みの
薄い六面体形状で、垂直面を立てた姿勢にしたときの上面７１ｂの左右両側に、前記電極
ポスト７３としての正極ポスト７３ａと負極ポスト７３ｂを配設した構成である。正極ポ
スト７３ａと負極ポスト７３ｂは棒状に形成され、電池セル７１の上面７１ｂから突出し
ている。正極ポスト７３ａと負極ポスト７３ｂの外周面には、ナット１６（図２参照）を
螺合可能とする雄ねじ（図示せず）を外周面に有する。
【００３０】
　前記電池モジュール７２を構成するための電池セル７１の重ね合わせは、電池セル７１
の垂直面７１ａ同士が対向するように行う。つまり、電池セル７１の電極ポスト７３が両
側において電池セル７１の重ね合わせ方向に並ぶ。
【００３１】
　このとき、隣接する電池セル７１における電池セル７１の重ね合わせ方向で隣り合う電
極ポスト７３が、正極ポスト７３ａ、負極ポスト７３ｂ、正極ポスト７３ａと、交互に並
ぶように、電池セル７１は互い違いに向きを変えながら重ね合わされる。電池セル７１間
には、冷却通路を確保するためのセパレータが介装されるが、セパレータの図示は便宜上
省略している。
【００３２】
　つぎに、電池内配線モジュール１１について説明する。
【００３３】
　電池内配線モジュール１１は、図４に示したように、前記配線基材１５と、前記バスバ
ー１２と、前記電圧監視線１３と、前記電圧監視ユニット本体１４で構成される。
【００３４】
　配線基材１５は、絶縁性と可撓性を有する比較的柔軟な合成樹脂で全体が形成されてい
る。概略の構成を述べると、配線基材１５は、電池モジュール７２の電池セル７１の重ね
合わせ方向（図２参照）に延びる細長い形状の幹部５１と、この幹部５１の両側部から電
池セル７１の重ね合わせ方向と交差する方向、詳しくは直交する方向に水平に延びる複数
本の枝部５２と、これら枝部５２の先端に形成され前記バスバー１２を個別に保持する複
数のバスバー保持部５３を一体に備え、バスバー保持部５３間には変位許容空間５４を有
する。
【００３５】
　前記幹部５１は、平面視帯状の基板５１ａと、この基板５１ａの長手方向の一端を除く
ほぼ全周に壁部５１ｂを立設した皿状である。幹部５１における基板５１ａと壁部５１ｂ
で囲まれる内側の略全体が、前記電圧監視線を導く配線案内部５５である。幹部５１の長
さは、電池モジュール７２の長さに応じて適宜設定される。
【００３６】
　また幹部５１における壁部５１ｂを有しない一端側の部分には、前記電線監視ユニット
本体１４を搭載する電圧監視ユニット本体取り付け部５６が形成されている。この電圧監
視ユニット本体取り付け部５６は、電圧監視ユニット本体１４の取り付け態様に応じて、
たとえば係止やねじ止めなどができるような形状に適宜形成される。



(8) JP 6016737 B2 2016.10.26

10

20

30

40

50

【００３７】
　前記枝部５２は、幹部５１の両側部から、所定の間隔を隔て複数本平行に形成される。
枝部５２の断面形状は、前記電圧監視線１３を収容できる大きさで、細幅の基板５２ａと
、この基板５２ａの両側に備えた壁部５２ｂを有する形状である（図５参照）。枝部５２
の壁部５２ｂは、幹部５１の壁部５１ｂから連設されている。枝部５２における基板５２
ａと壁部５２ｂで囲まれる内側の全体が、前記電圧監視線を導く配線案内部５５である。
なお、前記枝部５２は、図示した例に限られず、適用する電池モジュール７２の電池セル
７１の数に応じて設定される。
【００３８】
　前記バスバー保持部５３は、平面視方形状で、底を構成する方形枠状の枠部５３ａと、
この枠部５３ａの外周縁全体に立設した壁部５３ｂを有する。バスバー保持部５３の壁部
５３ｂは、枝部５２の壁部５２ｂから連設されている。
【００３９】
　このバスバー保持部５３に保持されるバスバー１２は、導電のための部材である。この
例では、図４に示したように、導電性を有する１枚の板材からバスバー１２を示している
。前記のような形状の電極ポスト７３に接続するため、バスバー１２は、電極ポスト７３
を通す貫通穴２１を有する。電池モジュール７２の隣接する電池セル７１における隣り合
う電極ポスト７３は、前述のように正極ポスト７３ａと負極ポスト７３ｂが交互に並ぶの
で、バスバー１２には、幹部５１の両側部のうちの一方側における電池セル７１の重ね合
わせ方向の両端に対応する位置の一部のバスバー１２ａを除いて、正極ポスト７３ａに接
続する貫通穴２１と、負極ポスト７３ｂに接続する貫通穴２１を１個ずつ備えている（図
２参照）。これら貫通穴２１の間隔は、隣接する電池セル７１の電極ポスト７３の間隔に
対応させている。
【００４０】
　幹部５１の両側部のうちの一方側における電池セル７１の重ね合わせ方向の両端に対応
する位置のバスバー１２ａは、中心に１個の貫通穴２１を備えた構造である。
【００４１】
　このような複数のバスバー１２におけるすべての貫通穴２１が電池セル７１とその電極
ポスト７３の寸法設定に対応した一定の間隔に配置されるようにするために、位置や長さ
等が適宜設定されて前記バスバー保持部５３と前記枝部５２が形成されている。バスバー
保持部５３に対する枝部５２の形成位置は、バスバー保持部５３における電池セル７１の
重ね合わせ方向の中間位置である。
【００４２】
　幹部５１の両側部に形成される枝部５２について付言すれば、一側部の枝部５２と他側
部の枝部５２は、形成位置が幹部５１の長手方向においてずれている。具体的には、貫通
穴２１が１個であるバスバー１２ａを保持したバスバー保持部５３を除いて、一側部にお
いて隣り合う２本の枝部５２の中間位置に、他側部の枝部５２が存在する。
【００４３】
　また、バスバー保持部５３には、図５に示したように、バスバー１２を着脱可能に保持
する保持手段が備えられている。保持手段は、バスバー保持部５３の壁部５３ｂの内側面
における枠部５３ａの上面よりも上方に形成された縦断面三角形状の複数の係止突起５３
ｃで構成される。係止突起５３ｃは、バスバー保持部５３を構成する材料の可撓性や柔軟
性によって変位可能である。係止突起５３ｃの周囲には、変形を容易にする抜きを設けて
もよい。また、保持手段には、前述のような形状の係止突起５３ｃ以外の構造を採用して
もよい。
【００４４】
　前記変位許容空間５４は、隣り合うバスバー保持部５３同士を非連結とするとともに、
前記枝部５２の傾きや湾曲などの変位に基づくバスバー保持部５３の変位を許容する部分
である。
【００４５】
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　このように構成された配線基板１５には、図４に示したように電圧監視線１３の一端を
接続したバスバー１２と、電圧監視線１３の他端を接続する電圧監視ユニット本体１４を
、図１に示したように保持して、電圧監視線１３を前記枝部５２と幹部５１の配線案内部
５５に導く。すると、電池内配線モジュール１１となる。
【００４６】
　バスバー１２に対する電圧監視線１３の接続は、電圧監視線１３の端末を溶接、たとえ
ば抵抗溶接やファイバレーザ溶接、超音波溶接等をして接続する。図４中、２２が溶接部
である。このほか、バスバー１２の一部に形成した圧着部（図示せず）に電圧監視線１３
の端末を挿入してから圧着部をかしめて接続する構成を採用してもよい。電極ポストに挿
嵌する貫通穴を備えた丸型端子（図示せず）を介して接続してもよいが、前述のように溶
接や圧着であらかじめ接続しておくと、丸型端子を電極ポストに挿嵌合して共締めする必
要がなく、バスバー１２をバスバー保持部５３に保持する作業だけで電圧監視線１３の配
線ができるので、部品点数の低減や組み立て作業の簡単化を図ることができる利点を有す
る。
【００４７】
　電圧監視線１３の他端は、電圧監視ユニット本体１４の端面に設けられた電線接続部４
１に接続される（図１、図４参照）。電線接続部４１は圧接端子で、電圧監視線１３の他
端を上から圧入することにより接続可能な構成である。
【００４８】
　電線監視ユニット本体１４は、高さが低い箱状で、前記電線接続部４１を有する端面と
は別の端面にコネクタ接続部４２を有する。このコネクタ接続部４２に、図１に示したよ
うに配線のコネクタ４３が接続される。このコネクタ４３を介して、電池モジュール７２
の電池状態情報を外部の電子制御ユニット（図示せず）へ接続する。
【００４９】
　前述のようにして構成された電池内配線モジュール１１は、図６に示したように電池モ
ジュール７２の電極ポスト７３を有する面に対して取り付けられる。取り付けは、電池モ
ジュール７２の電極ポスト７３にバスバー１２の貫通穴２１を挿嵌したのち、電極ポスト
７３にナット１６を螺合して行う。取り付け後は、電池内配線モジュール１１の上にカバ
ー部材１８を被着する。カバー部材１８は、電池内配線モジュール１１の形状に合わせて
適宜形成される。
【００５０】
　バスバー１２を保持するバスバー保持部５３は可撓性を有する枝部５２にのみに支持さ
れており、バスバー保持部５３同士は非連結であるので、電極ポスト７３にバスバー１２
の貫通穴２１を挿嵌するときには、図７に示したように、隣り合うバスバー保持部５３の
バスバー１２が接続する電極ポスト７３の位置にずれがあってもそのずれに対応して変位
する。つまり、枝部５２の変位で電極ポスト７３の位置ずれを吸収する。このため、電池
モジュール７２に対する電池内配線モジュール１１の取り付けは、無理な力をかけずに容
易に、しかも確実に行える。
【００５１】
　なお、図7においては便宜上、電圧監視線１３と電圧監視ユニット本体１４の図示を省
略している。
【００５２】
　しかも、バスバー保持部５３同士は非連結でありバスバー保持部５３間には変位許容空
間５４を有するので、一部のバスバー保持部５３が変位しても、その変位による歪が他の
バスバー保持部５３に伝達されることを回避できる。
【００５３】
　取り付けに無理な負荷をかけずに済み、歪の発生も抑えられるので、配線基材１５の損
傷や脆弱化を防止し、耐久性を高めることができる。配線基材１５の耐久性が高まるので
、電池内配線モジュール１１や、これを取り付けた電池モジュール７２、この電モジュー
ル７２を収容した電池パック７５の耐久性も向上できる。
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【００５４】
　しかも、配線基材１５の枝部５２は幹部５１の両側に備えられているので、１個の電池
内配線モジュール１１の取り付けを行えば、１個の電池モジュール７２における電池セル
７１の直列接続ができる。このため、電池モジュール７２の両側に対して別の部材を別々
に取り付ける場合に比べて作業性がよい。そのうえ、配線基材１５は、形状の異なるもの
を一つずつ備える必要もないので、製造から管理、組み付け作業、取り付け作業全体にわ
たっての作業を簡素化できる。
【００５５】
　また、電池内配線モジュール１１には、電池セル７１の直列接続に必要なバスバー１２
のほかに、電圧監視に必要な部材も一体に備えているので、電池内配線モジュール１１を
取り付けた電池モジュール７２や電池パック７５の組み立て作業の簡単化も図れる。
【００５６】
　電池内配線モジュール１１における配線基材１５の幹部５１と枝部５２には、電圧監視
線１３を導く配線案内部５５を有するので、電圧監視線１３を整然とまとめることができ
る。このため、配線やその接続部分を保護でき、取扱い性が良好である。
【００５７】
　バスバー保持部５３に対してはバスバー１２が着脱可能であるので、リサイクル時には
、バスバー保持部５３からバスバー１２を取り外すことができ、分別を容易に行える。
【００５８】
　以下、その他の例について説明する。この説明において、前記構成と同一または同等の
部位については同一の符号を付してその詳しい説明を省略する。
【００５９】
　図８は電池内配線モジュール１１の斜視図であり、この図に示したように、配線基材１
５の幹部５１に、電圧監視ユニット本体１４を接続するコネクタ４４を搭載した例である
。コネクタ４４には、必要な本数の電圧監視線１３の一端が接続されている。
【００６０】
　この構成によると、電圧監視ユニット本体１４と電圧監視線１３との接続がコネクタ４
４を介して行われるので、配線基材１５上での電圧監視線１３の接続作業を省いて、組み
付け作業の簡素化を図ることができる。
【００６１】
　図９は、電極ポスト７３が突出する上面にガス排出ダクト７２ａを備えた電池モジュー
ル７２に対する取り付けが行えるようにした電池内配線モジュール１１を示す斜視図であ
る。
【００６２】
　この電池内配線モジュール１１は、幹部５１の両側の枝部５２を斜め下に向けて備え、
幹部５１の基板５１ａの底面をガス排出ダクト７２ａの高さだけ上に浮かせた構成である
。前記枝部５２の形状は、直線状ではなく、屈曲した形状であってもよい。
【００６３】
　この構成によると、ガス排出ダクト７２ａを有する電池モジュール７２に対しても、ナ
ット１６締めによる電極ポスト７３に対するバスバー１２の接続を適正に行うことができ
る。
【００６４】
　図１０も、電極ポスト７３が突出する上面にガス排出ダクト７２ａを備えた電池モジュ
ール７２に対する取り付けが行えるようにした電池内配線モジュール１１を示す斜視図で
ある。
【００６５】
　この電池内配線モジュール１１は、前述の構成の電池内配線モジュール１１を幹部５１
において左右に２分割した構成である。つまり、ガス排出ダクト７２ａの側面に沿うよう
に取り付け可能な幹部５１の一側面に、電池モジュール７２の幅方向の外側（電極ポスト
７３方向）に向けて延びる複数の枝部５２を備えた構成である。幹部５１には、配線案内
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部５５のみが形成されている。
【００６６】
　配線案内部５５に導かれた電圧監視線１３の端部は幹部５１の外においてコネクタ４４
に接続されている。このコネクタ４４と、コネクタ４４に接続する電圧監視ユニット本体
１４（図８参照）は、電池モジュール７２の適宜位置に取り付けられる。
【００６７】
　左右に２分割された電池内配線モジュール１１の各コネクタ４４は、左右別々ではなく
一体であってもよい。
【００６８】
　この構成によると、ガス排出ダクト７２ａを避けて電池内配線モジュール１１の取り付
けが行えるうえに、嵩張らないコンパクトな形状にすることができる。
【００６９】
　図１１は、図１０に示した電池内配線モジュール１１の変形例を示す斜視図であり、幹
部５１をガス排出ダクト７２ａ（図１０参照）よりも幅方向の外側の位置に配置しても接
続できるようにした構成である。つまり、ガス排出ダクト７２ａの側面から離れた位置に
取り付け可能な幹部５１の一側面に、電池モジュール７２の幅方向の内側（ガス排出ダク
ト７２ａ方向）に向けて延びる複数の枝部５２を備えた構成である。幹部５１には、配線
案内部５５のみが形成されている。
【００７０】
　この構成でも、ガス排出ダクト７２ａを避けて電池内配線モジュール１１の取り付けが
行えるうえに、嵩張らないコンパクトな形状にすることができる。また、この構成による
と、電極ポスト７３（図９参照）が、電池セル７１の上面７１ｂの左右両側ではなく中央
付近に突出している場合でも電池内配線モジュール１１の取り付けを行うことができる。
【００７１】
　図１２は、電極ポスト７３が電池セル７１の上面７１ｂではなく側面７１ｃに突出して
いる場合でも、電池モジュール７２の上面に取り付けて接続が行えるようにした電池内配
線モジュール１１の斜視図である。
【００７２】
　つまり、電池内配線モジュール１１は、配線基材１５の枝部５２が前述の場合よりも長
く形成され、枝部５２の長手方向の途中に、枝部５２を折曲しやすくするための切欠き部
５２ｃを備えている。柔軟性が高い場合には、切欠き部５２ｃを備えずともよい。
【００７３】
　このように構成された電池内配線モジュール１１では、電池内配線モジュール１１を電
池モジュール７２の上面に載せるようにして取り付ければ、側面７１ｃに電極ポスト７３
を有する場合であっても取り付けができ、しかも一度の取り付け作業で直列接続が可能で
あるので作業性がよい。
【００７４】
　図１３は枝部５２の他の例を示す平面図であり、枝部５２が長手方向に伸縮する伸縮機
構５２ｄを有している。この例では、伸縮機構は、互いに嵌り合って相互間で摺動可能な
嵌合構造で構成した例を示している。
【００７５】
　枝部５２がこのような伸縮機構５２ｄを有する場合には、電極ポスト７３のピッチの違
いが大きく、枝部５２の傾きや湾曲でき対応しきれないような場合があったとしても、伸
縮機構５２ｄによって適宜伸縮が行われるので、電極ポスト７３に対してより柔軟に対応
させることができる。
【００７６】
　この発明の構成と前述の一形態の構成との対応において、　
この発明の電極は、前記電極ポスト７３、正極ポスト７３ａ、負極ポスト７３ｂに対応し
、　
同様に、　
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保持手段は、前記係止突起５３ｃに対応するも、　
この発明は前述の一形態の構成のみに限定されるものではなく、その他の構成を採用する
こともできる。
【００７７】
　たとえば、前記幹部５１と枝部５２は、壁部５１ａ，５２ａなしに板状に形成されたも
のでもよく、この場合には、配線案内部５５に、電圧監視線１３を積極的に保持する適宜
の手段を備えるとよい。
【００７８】
　また、前述のような枝部５２は、すべてのバスバー保持部５３にそれぞれ設けるのでは
なく、一部のバスバー保持部５３のみに設けることもできる。
【００７９】
　前述の例では、前記電極として、電極ポスト７３の例を示したが、その他の形態の電極
でもよく、バスバー１２の接続の仕方もナット１６による固定のみに限定されるものでは
ない。
【符号の説明】
【００８０】
　１１…電池内配線モジュール
　１２…バスバー
　１３…電圧監視線
　１４…電圧監視ユニット本体
　１５…配線基材
　５１…幹部
　５２…枝部
　５３…バスバー保持部
　５３ｃ…係止突起
　５４…変位許容空間
　５５…配線案内部
　７１…電池セル
　７２…電池モジュール
　７３…電極ポスト
　７３ａ…正極ポスト
　７３ｂ…負極ポスト
　７５…電池パック
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